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第 1回協議会での確認事項（案） 
 
 
1 タクシー事業の現状に関する基本的な認識 
 

1.1 釧路交通圏内の公共交通機関におけるタクシーの位置付け 

･ 釧路交通圏における公共交通機関は、鉄道（JR北海道）、乗合バス、貸切バス、

及びタクシーが主なものである。 
･ タクシーの位置付けを考えるには、タクシーの特性に着目し、その長所を活か

さなければなければならない。 
･ この観点からの着目点は以下のとおり。 

a 長所 
1 ドア・ツー・ドアの利便性 
2 少人数個別輸送 
3 面的移動が可能であることに由来する機動性や自由度 
4 流し営業が主体で 24 時間交替勤務制に由来する時間的な自由度（制

約の少なさ） 
b 活用面 

1 夜間早朝等、他交通機関の利用が見込めない時間帯における移動手段 
2 悪天候や天災時等、他交通機関に支障が発生している場合の移動手段 
3 障がい者や高齢者等、移動に制約がある者の移動手段 
4 ビジネス業務等、時間的制約の大きい場面における移動手段 

･ 主に、大量輸送機関である他の公共交通の補完的役割が適当である。 
･ なお、補完とはいえ、タクシーによる年間輸送人数は 493 万人に上っている。

これは釧路駅における利用者数 63 万 7,700 人（平成 19 年度。JR釧路支社）を

大きく上回り、路線バスの総輸送人員約 599 万人（平成 19 年度。釧路市内発

着系統に限る。釧路運輸支局）に迫るものとなっている。 
 
1.2 タクシー事業の現況 

1.2.1 需要の減少 
･ 釧路交通圏における法人タクシーの輸送人員は長期的な減少傾向にあり、規制

緩和前の平成 13 年度と平成 20 年度を比べた場合、「輸送人員」（利用者数）

で年間 594万人（1日当たり 1万 6千人）から 493万人（1日当たり 1万 3千人）

へと 19%程減少しており、「実車キロ」（需要量）で 13,149,711 キロから

10,833,862 キロへと 18%程減少している。 

･ 特に平成 20年秋以降の世界的経済危機も相まって、一般の利用客のみならず、

経費圧縮等を進める企業等のビジネス利用も減少しており、今後も輸送人員の

大幅な回復は難しい。 

1.2.2 適正規模への取り組みの遅延 

資料１ 
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･ 規制緩和によりタクシー事業への新規参入は容易になったが、釧路交通圏にお

いては新規参入も大幅な増車も行われていない。 
･ 逆に、事業者数と車両数についても減少傾向が継続している。 
･ しかしながら、この傾向は輸送人員や実車キロに現れている「需要規模」の縮

小に見合っていないことから実車率や 1 日当たりの営業収入は回復しておらず、

減少傾向に歯止めがかからない。 
1.2.3 運賃競争の一般化 

･ 釧路交通圏においては運賃競争の進展が早く、道内では最も早く自動認可運賃

の下限運賃を採用するに至っている。 
1.2.4 発生した問題 

･ 様々な問題が発生しているが、その中でも重要な問題が乗務の長時間化と乗務

員の低賃金化である。 
･ 北海道におけるタクシー乗務員の賃金は、全産業平均賃金と 200 万円以上の格

差が付く状態となっている。 
･ 平成 19 年 12 月には運転者の労働条件の向上等のために運賃改定を行ったが、

その後の需要減少により、現在ではその効果を確認することはできない。 
･ 全国的には、最低賃金法に抵触し労働基準監督署によって是正勧告がなされた

事例もあり、現状の賃金水準では日常生活の維持もままならないとの意見もあ

り、タクシー乗務員の生活レベルの悪化が問題視されるに至っている。 
･ 専ら待遇面の問題から職業としての魅力が薄れる結果を招いており、新規就労

者（特に若年労働者）の減少が続いており、高齢化と縮小化（乗務員の減少）

の傾向にある。 
1.2.5 高齢化の進展 

･ 釧路交通圏のタクシー事業における乗務員の年齢構成を見ると、50 歳代が

40%、60 歳代が 43%となっており、これに 70 歳代を加えると実に 86%となっ

ている。 
･ これは、釧路市の就業人口における高齢化率（50 歳代以上）が 39.8%（平成

20 年。釧路市統計書）であることと比した場合、著しく高いものとなってい

る。 
1.2.6 機能の低下と「負のスパイラル」 

･ 乗務員の低賃金化等に代表される諸問題の発生と軌を一にして、タクシーの本

来持つ特性を生かし切れていない事態も発生している。 
･ 釧路交通圏内では強く指摘される状況にはなっていないが、大都市圏等の他地

域では繁華街における違法駐車や長時間の客待ち等、他の交通の妨げとなる事

態も発生しており、公共交通としての機能低下が危惧されている。 
･ また、そのような問題が指摘されることによりタクシーのイメージが低下する

事態を招いており、益々利用者離れが進むとの「負のスパイラル」が危惧され

る。 
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1.2.7 自助努力 
･ こども 110 番タクシーや防犯タクシー等、地域への密着を図ろうと取り組んで

いる。 
･ 福祉や介護タクシーと呼ばれる交通弱者への対応を図る取り組みもある。 
･ 「安全安心」の増進を目的とした設備投資を行っており、ドライブレコーダー

やデジタルタコグラフと言ったIT機器を利用した高度化にも取り組んでいる。 
･ これらの取り組みが需要の喚起と収入の上昇に必ずしも結びついているとは言

えず、インセンティブとなり得ていない。 
1.2.8 現状のまとめ 

･ 釧路交通圏内のタクシー事業者を取り巻く環境が悪化する中、公共交通機関と

しての役割を果たすべくタクシー業界／事業者として様々な努力を重ねてきて

いる。 
･ 今後も、更なる創意工夫を凝らし取り組んで行かなければ、利用者の理解と協

力は得られない。 
･ しかし、現状のような需給がアンバランスな状態では、状況の抜本的な好転は

望み薄である。 
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事務局提案概要（案） 
 
 
1 タクシー事業の今後に関する方向性と地域計画に盛り込むべき内容 
 

1.1 今後の方向性 

･ 確認されたタクシー事業に関する現状を踏まえ、タクシーの役割を明確にすると共

に、課題等の克服のため、次に示す項目毎に具体的な目標を設定する。 
a 活性化の方策 

1 ニーズに合わせたサービスの多様化 
2 良質なサービスが選択されるための環境作り 
3 安全性の向上 
4 環境問題への貢献 
5 交通問題・都市問題への対応 
6 地域の交通体系における適切な地位の確保 
7 観光立国への寄与方策 
8 防災・防犯対策への寄与方策 

b 適正化の方策 
1 労働条件の改善向上 
2 事業経営の効率化 
3 過度な運賃競争への対策 
4 需要に見合った車両数の策定と実現 

･ なお、各目標の実現を図るためには、各タクシー事業者には、不特定多数の利用者

に対して安全・安心で良質なサービスを提供する「公共交通」としての自覚を持ち、

社会的責務を果たすため、積極的に取り組むことが求められる。 
･ また、タクシー事業者以外の関係者についても、各目標の実現に向け、タクシーが

公共交通として機能しうる環境づくりを行う等、必要な協力を行うことが望まれ

る。 

･ このため、協議会は、目標の達成状況について検証・評価を行うと共に、タクシー

事業者を含む各関係者に対し、目標達成のための事業の進捗を促すこととする。 

･ また、協議会に参加していない関係者（構成員以外の個人タクシー事業者、鉄道事

業者、道路管理者等）に対しても、必要に応じ、地域計画に定める目標の実現に向

け協力を要請することとする。 

･ さらに協議会は、必要に応じて地域計画の見直しを行うものとする。 
 
 
2 地域計画における方策と目標 
 

2.1 活性化の方策 

資料２ 
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2.1.1 ニーズに合わせたサービスの多様化 
･ 全国的には様々な取り組みが行われている。 
･ 一方、釧路交通圏においては必ずしも幅広く取り組まれてもいないことから、潜在

的な需要を汲み上げ切れていないおそれがある。 
･ 新規需要の掘り起こしを視野にサービスの多様化を図ることが重要であり、そのた

め潜在的需要の調査を行うことが必要である。 
 
2.1.2 良質なサービスが選択されるための環境作り 
･ どれほど多様で良質なサービスを提供しようとも、それが選択される環境にないと

有効性が評価されず、継続的なサービス提供が期待できないこととなる。 
･ 他地域では取り組みの実績がある事業者や乗務員のサービス水準等に関する評価制

度（事業者の格付けや優秀な乗務員の認定制度等）のような仕組みは、利用者の選

択性を高める点で有効であると思われる。 

･ 利用環境を整備すると言う観点からは、利用者が一見して良質なタクシーを選ぶこ

とができる「優良乗り場」の設置なども重要と思われる。 

･ 評価制度の創設と「優良乗り場」の設置について検討を行うこととする。 

 

2.1.3 安全性の向上 
･ 公共交通機関として「安全安心で良質なサービス」を提供し続けるためには、安全

性の向上に不断の努力を払わなければならない。 
･ このための取り組みとしては、ハード面とソフト面の双方から取り組むことが重要

である。 
･ ハード面の取り組みとしては、安全性向上が見込めるような各種機器の導入が主な

ものと考えられる。 
･ ソフト面では、「運輸安全マネジメント」に代表される安全を継続的に向上させる

ための仕組み、の導入等が考えられる。 
･ 「事業用自動車総合安全プラン 2009」（2009 年発表。国土交通省）に沿い、デジ

タルタコグラフやドライブレコーダと言ったIT技術を活用した安全性向上機器の導

入を促進すると共に、ソフト的な取り組みを進めることとする。 
 
2.1.4 環境問題への貢献 
･ 政府は、温室効果ガスの削減目標について、CO2 排出量 25％削減（1990 年比で 2020

年までに）するとの目標を表明している。 

･ 全国の総CO2 排出量（平成 18 年度）のうち 26.2%を運輸部門が占めており、そのう

ちの約 9 割を自動車が占めているとされている。更に、全自動車におけるタクシー

（乗用LPG車）の占める割合は 7%程度と言われており、結局、タクシーは、総CO2排

出量の約 1.6%を排出している計算となる。 

･ タクシー事業においても、温暖化対策等を始めとする環境問題に対しても寄与する
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ことが求められており、対策を講じることが避けられない状況となっている。 

･ こうしたことから、「供給過剰状態の解消により実車率の向上を果たすこと」「効

率的配車により無駄な走行を削減すること」「環境対応車を積極的に導入すること

により 1 台当たりの排出量を削減すること」等々の方策に取り組むことより、環境

問題への貢献を行う。 

 

2.1.5 交通問題・都市問題への対応 
･ 釧路交通圏内においては「交通問題・都市問題」が強く指摘される状況には至って

いない。 
･ しかし、繁華街や大型商業施設等を中心に渋滞や問題駐車は発生しており、決して

問題がない訳ではない。 
･ 問題が顕在化する前に、対策を立てておくことは重要である。 
･ 問題顕在化の可能性の高い箇所を明確にすると共に、タクシーベイやタクシーレー

ン等の秩序向上方策の検討を行う。また、検討のための「場」作りを促進する。 
 
2.1.6 地域交通体系における適切な地位の確保 
･ 鉄道やバス等、他の公共交通機関との互恵関係・補完関係を明確にすることにより、

地域の交通ネットワークにおけるタクシーの地位を確定することが望まれる。 
･ 現在の自治体においては、公共交通機関としてタクシーを位置付けているケースは

多くない。 
･ タクシーの特性と特長を明らかにし、地域公共交通のネットワークの完成度を高め

るため、自治体を始めとする地域の関係者に対する働きかけを促進する。 
 
2.1.7 観光立国への寄与 
･ 観光立国が国の重要施策となっており、それを受けて地域においても各種の取り組

みが活発化している。 
･ タクシーの寄与も期待されており、どのような役割を担えるのか、明確にすること

が肝要である。 
･ 役割を明確にすることにより、各種の周知活動が可能となり、需要の掘り起こしに

つながることが期待される。 
･ 観光におけるタクシーの役割と、需要開拓策について検討する。 
 
2.1.8 防災・防犯対策への協力 
･ 365 日 24 時間、広い範囲を走行するとの特徴から、地震等災害対策や防犯等治安維

持への協力が可能である。 
･ 事実、子供達の安全の向上を目指した「タクシーこども 110 番」制度や、「SOS防

犯タクシー」「地域やコンビニのタクシーパトロール」等の取り組みが進んでおり、

社会的貢献が行われている。 
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･ 引き続きこれらの取り組みを継続すると共に、一層の地域との連携が期待される。 
 

2.2 適正化の方策 

2.2.1 労働条件の改善向上 
･ タクシーの供給過剰を原因とすると思われる問題の内、最大のものはタクシー乗務

員の賃金と長時間労働の問題である。 
･ このため、労働条件の一層の悪化を防止すると共に、法定労働条件の遵守を担保す

ることはもとより、賃金、労働時間等の労働条件に関し改善を図ることを当面の目

標とし、特に、仮に最低賃金を割り込むような状態が存在するのであれば、この解

消を最大の目標とすることが適当である。 
･ 賃金面において、タクシー乗務員と全産業平均賃金（全道）との格差（平成 20 年現

在で 200 万円以上とされている。「平成 20年度賃金構造基本統計調査」厚生労働省）

を可能な限り縮めることを目標とする。 
･ 労働時間の面においては、長時間労働の実態を指摘されているところであり、他産

業との格差を可能な限り縮めることを目標とする。 
･ なお、これらの取り組みが功を奏すならば、職業としての魅力を増進させることが

期待でき、ひいては若年労働者の新規就労等、新陳代謝の活発化と高齢化問題の解

消が期待できる。 
･ さらに、有能な人材の一層の流入が期待できることで、安全・安心で良質なサービ

スの提供が強化されることも期待される。 
 
2.2.2 事業経営の効率化 
･ タクシー事業者は企業市民の一員として、各々が競争を行いつつも、法令遵守（コ

ンプライアンス）の確保が求められていることは言うまでもない。 
･ タクシー乗務員に適正な労働条件を提供し、また公共交通機関として社会的な責任

を果たしつつも、新たなサービス等への投資も可能とするための適正利潤が確保さ

れなければならないことに留意する必要もある。 
･ 車両や乗務員の適切な管理・運用を図るため、各社毎の努力に併せ、業界を挙げて

取り組むことも重要である。 
･ 例えば、日勤勤務から隔日勤務への転換などによる効率性の向上と、これに伴う 1

両当たりの生産性の向上を推進することが考えられる。 
･ 車両費用の削減、あるいは部品や燃料などの共同購入を推進することで経費の圧縮

に努める、と言ったようなことも考えられる。 
･ 効率化策の検討を進めると共に、具体的な経費圧縮に努めることを目標とする。 
 
2.2.3 過度な運賃競争への対策 
･ 運賃体系に関しては、交通政策審議会や運賃問題研究会の検討を踏まえ、昨年 10 月

に新たな体系が策定されており、広く示されている。 
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･ このような経緯を踏まえ、また適正な利潤を確保するためには、節度ある運賃競争

等の一定の秩序再構築が望まれる。 
･ 新運賃体系への移行に努めることとする。 
 
2.2.4 需要に見合った車両数の策定と実現 
･ 現在明らかになっている諸問題の根底には、タクシーの供給過剰の問題が存在する

ことは否めないところである。 
･ 第 1回の協議会で示した「（北海道運輸局が示した）適正と考えられる車両数」は、

4 つのケースを例示したところであるが、それぞれの試算値は 487 両、443 両、332

両、425 両である。 
･ これを平成 20 年 7.11 通達（特定特別監視地域における増車抑制措置を実施）にお

ける基準車両数 494 両（当時存在した車両数を示している）と比べた場合、それぞ

れ 1.4%、11.5%、48.8%、16.2%の開きがあることとなる。 
･ 但し、1.4%では現在の状況を追認することにしかならず、上記問題の解決には結び

つかないおそれが大きいことから、これを参考値に留め、他の値で検討することと

する。 
･ そうすると約 12%～50%の開きとなり、更に平成 21 年 9 月 30 日現在の車両数 481 両

と比べても依然 8%～31%程の差が認められる。 
･ したがって、諸般のタクシー問題の改善に向け、この供給過剰な状態の解消に努め

ることが求められる。 
･ なお、以上に示した各目標に向けて有効な取組みが実施され十分な成果を上げるこ

とができたならば、先述した問題の多くは解消、少なくとも軽減が期待される。 
･ 事実、昨年 5月の永楽交通㈱の事業廃止により、交通圏内の車両が 30 両ほど減少し

たとの状況変化があるが、これを受けて圏内各社の営業収入が増加したとのことで

あり、車両数の減少が収益の増加に結びつくことが強く推定される。 
･ 適正車両数の検討を進めると共に、適正化に向けた取り組みを促進するものとする。  
･ ただし、車両数の削減を進めるに当たっては、既存のタクシー乗務員が職を失うこ

とにつながらないよう、留意することも重要である。 



























































資料  ４

①総営業収入の推計

Ａ．平成２０年度キロあたり営業収入

平成２０年度キロあたり営業収入＝平成２０年度営業収入÷平成２０年度総実車キロ

平成２０年度
営業収入

平成２０年度
実車キロ

平成２０年度キロ
あたり営業収入

3,467,008,000 10,833,862 320.02

Ｂ．需要量（平成２３年度推計値）

平成１９・２０年度の実績は以下の通り。
年度 実車キロ 対前年度比

19 11,552,176

20 10,833,862 93.8%

需要量＝対象年度実車キロ×対象年度実車キロの対前年度比
年度 需要量（推計値） 対前年度比

21 10,160,213 93.8%

22 9,845,246 96.9%

23 9,845,246 100.0%
※平成２１年度は平成２０年度の対前年度比と同率で試算。
※平成２２年度は対前年度比96.9％、平成２３年度は対前年度比100％で試算。

Ｃ．総営業収入推計値（税抜）

総営業収入推計値＝平成２０年度キロあたり営業収入×需要量（平成２３年度推計値）

平成２０年度キロ
あたり営業収入

需要量
総営業収入

推計値
総営業収入

推計値（税抜）※

320.02 9,845,246 3,150,635,218 3,000,604,970 ・・・①
※運転者給与算出のため、税抜額を使用する。

適正と考えられる車両数における効果等

「適正と思われる車両数」の４パターン中、３パターンによる試算結果を以下に示す。

 「適正と思われる車両数」は、平成21年12月17日の第１回釧路交通圏タクシー特定地域協議会
において示している。



適正車両数の場合の実働車両数＝適正車両数×３６５×実働率（90%）

試算 実働率／実車率 適正車両数
適正車両数の場
合の実働車両数

試算b 90%/30% 443両 145,526
試算c 90%/40% 332両 109,062 ・・・②

試算d 93.74%/30% 425両 145,414
※数値は第１回協議会資料より。案２は実車率が平成１３年度実績値の際の適正車両数。

税抜日車営収＝総営業収入推計値÷適正車両の時の実働車両数

試算
総営業収入

推計値（税抜）①
適正車両数の場合
の実働車両数②

税抜日車営収
（推計値）

試算b 145,526 20,619
試算c 109,062 27,513 ・・・③

試算d 145,414 20,635

Ａ．運転者給与（１車２人としたとき）

試算
税抜日車営収
（推計値）③

税抜日車営収÷２
（※１）

歩率（※２） 乗務数（※３） 運転者給与

試算b 20,619 10,310 1,578,363
試算c 27,513 13,756 2,106,069
試算d 20,635 10,317 1,579,572

Ｂ．運転者給与（隔日勤務としたとき）

試算
税抜日車営収
（推計値）③

歩率 乗務数（※４） 運転者給与

試算b 20,619 1,646,988
試算c 27,513 2,197,637
試算d 20,635 1,648,249

※１ １車２人として算出するため、日車営収を２で除す。
※２ 札幌の協議会において採用された数値を参考に、管内事業者からの聴き取り状況を勘案し推定。
※３ 日勤1ヶ月２３乗務とし、１２ヶ月勤務した場合の乗務数。
※４ 隔日勤務として算出するため、１ヶ月１２乗務、１２ヶ月勤務した場合の乗務数。

2760.5547

3,000,604,970

②適正車両数毎の実働車両数の推計

③税抜日車営収の推計

④運転者給与の推計

0.5547 144



年代別運転者数

438
43%

30
3%

34
3%

110
11%

411
40%

３０代以下
４０代
５０代
６０代
７０代以上

（平成２１年１２月末現在）
総数1,023人

30代以下

釧根地区ハイヤー協会調べ

40代

50代

70代以上

60代

資料５



資料6

年 月 月 日 事 項 議 事 等 の 詳 細

2009
/11

11/11,12 設立準備会（第1回）

1 資料作成
2 日程・会場の調整
3 設置要綱の検討
4 委員の検討

12/1 協議会開催案内の発送
1 委員の調整内容の確認
2 開催日時、場所等の通知
3 委員名簿、設置要綱案の送付

12/2 設立準備会（第2回）

1 日程・会場の確認
2 委員の役職氏名等確認
3 設置要綱案の提案
4 作成した資料の中間チェック

12/10 プレス発表

12/17/1000 協議会（第1回）

1 設置要綱の承認と協議会の設立
2 釧路交通圏おけるタクシーの現状と課題について
の認識の共有
3 今後のスケジュール提案

1/15 協議会開催案内の発送
1 開催日時、場所等の通知
2 予定議事の通知

1/20 プレス発表

1/26 協議会（第2回）
1 第1回協議会における意見の集約と確認
2 地域計画に盛り込むべき適正化策と活性化策の検
討

2010
/02

－ － －

3/初め～半ば 協議会開催案内の発送
1 開催日時、場所等の通知
2 予定議事の通知

開催日1週間前 プレス発表

3/中旬～下旬 協議会（第3回）

1 地域計画の策定
1.1 活性化策の合意
1.2 適正化の必要性に関する合意
1.3 特定事業（各事業者における適正化・活性化の
取り組み）策定を促進するための合意
1.4 フォローアップの説明（スケジュールと方法）
※ なお、第3回協議会でまとまらない場合、年度開け
の早い時期に第4回協議会を行い地域計画を策定す
ることとする。

協議会の進行イメージ

2010
/03

2010
/01

2009
/12

20100126
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事業用自動車総合安全プラン２００９
～死者数半減、飲酒運転ゼロを目指して～

１．はじめに

交通事故は、一瞬にして被害者の生命や将来の可能性を奪うのみならず、その家

族に対しても多大な精神的、経済的な負担や苦しみを強いるものである。また、加

害者側においても、社会的制裁や信用の失墜等に直面することとなる。自動車に関

わるすべての者は、常にこのことを肝に銘じ、交通事故を防止するために取りうる

限りの手を尽くさなければならないことは言うまでもない。

近年の自動車に係る交通事故の発生状況について俯瞰してみると、シートベルト

着用率の向上、悪質運転違反の減少等により、死者数が年々減少し、人身事故件数

についても平成１６年をピークとして着実に減少している状況にある。

しかしながら、事業用自動車については、運送のプロとして乗客の生命、顧客の

財産を預かり、より高度な安全性を求められるにもかかわらず、全体としては、事

、 、 。故件数 死者数ともに 自家用自動車と比べると減少の歩みが遅いのが現状である

また、依然として飲酒運転や、長期間にわたり高速道路が通行不能になったタン

クローリーの横転・火災事故等、社会的影響の大きな事案が後を絶たず発生してい

るほか、昨年はタクシーの死亡事故が増加に転じるなど、大変憂慮すべき状況と言

わざるを得ない。

交通安全対策については、現在 「第８次交通安全基本計画」に基づき政府全体、

で取組を進めているところであるが、上記のような状況にかんがみれば、今一度、

これまでの事業用自動車に対する安全対策を振り返った上で、ソフト・ハード両面

、 、 。から 総力を挙げて 事業用自動車に係る事故の削減に取り組むことが必要である

このため、国土交通省等及び関係業界においては、今後１０年間を「事故削減の

ための集中期間」と位置付け、ＰＤＣＡサイクルに沿って、次のとおり取組を進め

るべきである。
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２．事故削減目標の設定 （Ｐｌａｎ）

今後１０年間で確実に事故削減を実現するためには、関係者が共通の目標

のもとで一丸となって安全対策に取り組むことが必要である。

このため、本年１月に示された政府全体の新たな事故削減目標を踏まえ、

事業用自動車に係る目標を次のとおり設定する。

（目 標）

①１０年間で死者数半減（平成２０年５１３人を１０年後に２５０人、中

間年である５年後には３８０人）

②１０年間で人身事故件数半減（平成２０年５６，２９５件を１０年後に

３万件、中間年である５年後には４万３千件）

③飲酒運転ゼロ

関係業界においても、それぞれ上記目標を踏まえて業界としての目標を

設定することが求められる。

３．目標達成のため当面講ずべき施策 （Ｄｏ）

事故削減目標の達成に向けて当面講ずべき施策は、別表のとおりである。

その中でも特に、次の施策について、今後重点的に取り組むべきである。

（１）安全体質の確立

言うまでもなく、安全の確保は自動車運送事業における最大の課題であ

る。

事故防止のためには、各事業者における日々の自主的な努力の積重ねが

最も重要であるが、中小規模事業者の中には未だ安全に対する意識が不十

分な者も見られ、業界全体として安全に対する取組を進めることが必要で

ある。
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、中小規模事業者を含む全ての事業者において安全体質が確立されるよう

各事業者、事業者団体等による一層の自主的な努力に加え、行政としても

必要な支援を行うべきである。

重点施策

① 安全マネジメントの評価の対象を中小規模事業者にも拡大。

② 講習会の開催等事業者団体による安全マネジメントの浸透のための

支援の拡充。

③ メールマガジンの発信等による業界全体での事故情報の共有。

④ 映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計等の活用に

よる運行管理の高度化。

⑤ 労働・社会保険関係法令違反に対する行政処分の強化、労働・社会

保険関係行政機関との連携、運行記録計の義務付けの拡大等による、

運転者の労働環境の改善。

等

（２）コンプライアンスの徹底

近年、コンプライアンスは、企業活動の生殺与奪を握る要素としてその

重要性が認知されつつあるが、自動車運送事業における事故惹起や法令違

反は、事業継続の観点のみならず、人命の損失等国民の安全・安心に直接

支障を及ぼすことになりかねないことから、自動車運送事業者に対しては

特に高いコンプライアンスの徹底が求められる。

加えて、自動車運送事業者がコンプライアンスを徹底するためには、荷

主や旅行業者等、発注者サイドの理解や協力のもと、公正な事業環境の醸

成に努めることが重要である。

行政においても、事故につながりかねない法令違反を犯す悪質事業者等

に対しては、質・量ともに一層の監査機能の強化に努め、国民の目線に立

って毅然として対応すべきである。

重点施策

① 監査要員のさらなる増員。

② 労働・社会保険関係法令を含む法令違反に対する行政処分の強化。

③ 被監査事業者の車両移動等による処分逃れを防止するため、事業譲

渡先への処分を可能とする等の処分基準の改正、刑事告発の活用等。

④ 重大事故の発生等に関与した発注者の名称等の公表。
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⑤ 点検整備未実施に係る行政処分の強化等による整備管理の徹底。

⑥ スピードリミッターの不正改造に係る改造施工者、運送事業者に対

する監査の実施。

等

（３）飲酒運転の根絶

乗客の生命、顧客の財産を預かる運送事業者にとって、飲酒運転は言語

道断の恥ずべき行為である。

飲酒運転ゼロを実現するためには、運転者１人１人が運送のプロとして

の自覚と誇りをもち、厳しい目で自らを律する必要があることは言うまで

もないが、加えて、各事業者においても 「飲酒運転ゼロ」の方針のもと、、

運行管理者を中心に飲酒運転につながる意識や行動の芽を確実に摘み取る

体制を構築することが求められる。

行政においても、飲酒運転の防止及び監督の観点から、ソフト面・ハー

ド面の双方で現時点で考えられる最大限の措置を講じ、これまで以上に厳

格な姿勢で臨むべきである。

重点施策

① 点呼時におけるアルコールチェッカーの使用の義務付け。

② 飲酒運転に対する行政処分の強化。

③ アルコール・インターロック装置の普及。

等

（４）ＩＴ・新技術の活用

自動車に係る新技術は、概して、実用化までに長期間を要するものの、

一旦普及が進んだ後には極めて大きな事故削減効果を発揮することから、

現在開発が進んでいる新技術については、行政による強力なリーダーシッ

プのもと、今後１０年間のできる限り早期に本格的な普及を実現すべきで

ある。

車両安全については、これまで重視されてきた衝突安全技術（＝事故に

よる被害を軽減するための技術）から、予防安全技術（＝事故を未然に防

ぐための技術）に軸足を移し、事故発生そのものの防止に資する車両の開

発・普及を強力に推進する。

映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計等の運行管理に
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係るＩＴ機器については、安全や事故防止の観点にとどまらず、業務の効

率化、燃費向上、事故処理費用の削減等を通じて経済的なメリットをもも

たらすものとの認識を業界全体で深め、飛躍的な普及につながる方策を早

急に検討すべきである。

重点施策

① 実用化されたＡＳＶ技術の普及促進、新たなＡＳＶ技術の開発。

② 衝突被害軽減ブレーキの普及促進とそのための装着義務化の検討。

③ 映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計等の一層の

普及促進。

等

（５）道路交通環境の改善

事業用自動車に係る事故削減目標を達成するためには、自動車運送事業

自体の安全性の向上のほか、事業用自動車をとりまく道路交通環境の改善

も重要な要素である。

、 、幹線道路では 交通事故が特定の区間に集中して発生していることから

事故の発生割合の高い区間において重点的な対策が必要である。

また、交通事故死者数に占める歩行中の死者数の割合が欧米に比べて高

、 、いこと等にかんがみれば 歩道等の整備や生活道路への通過交通の抑制等

安全・安心な歩行空間の確保が重要である。

関係行政機関間において引き続き連携を図るとともに、事業者団体等に

、 、おいても 各地域における交通安全のための取組に主体的に参加するなど

よりよい道路交通環境の実現に貢献することが求められる。

重点施策

① 事故の発生割合が高い区間における交差点改良や歩道の整備、中央

帯の設置、信号器改良等。

② 通学路における歩道の整備やカラー舗装、防護柵の設置等。

、 、③ 生活道路への通過交通が多く 事故の発生割合が高い地区において

生活道路への通過交通を抑制するためのクランクやハンプ等の整備に

よる、歩行者等の安心・安全の確保。

④ 防護柵や道路反射鏡等の交通安全施設の適切な維持・管理を実施。

等
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４．本プランのフォローアップ （Ｃｈｅｃｋ、Ａｃｔ）

１０年後、本プランに掲げた目標を確実に達成するためには、ＰＤＣＡサ

イクルに沿って定期的・継続的にチェックを行うことが必要である。

このため、自動車交通局に「事業用自動車総合安全プラン２００９フォロ

」 、 （ ）、 、ーアップ会議 を設置し 毎年 当面は年２回 関係者間で施策の進捗状況

目標の達成状況等を確認するとともに、交通事故の要因分析も踏まえつつ、

必要な場合には新たな施策を検討すべきである。

あわせて、関係業界においても、同様のチェック体制を構築することが求

められる。

また、各事業者に対する安全マネジメント評価や監査・処分等、目標達成

のために講じる施策の主たる実施機関となる各地方運輸局等においても、管

内での取組状況やその効果等を把握・検証し、施策の実施をより実効ある方

向に改善していく必要がある。

このため、関係事業者団体等との連携のもと、各地方ブロックごとに「○

○地域事業用自動車安全対策会議（仮称 」を設置し、地域における施策実施）

目標の設定、毎年における進捗状況の確認等について、ＰＤＣＡサイクルに

沿って進めることとすべきである。

５．おわりに

本プランは、策定されたことをもってその役割を終えるのではなく、今後

１０年間にわたり自動車運送事業に関わるすべての関係者の間で共有され、

着実に推進されるべきものである。

安全への取組みは決して派手なものではなく、一朝一夕にその効果が目に

、 、見えるものでもないが 関係者１人１人のたゆみない地道な努力の積重ねが

合わさり、いずれ必ず大きな効果をもたらすことになる。

関係者各位の不断の努力によって、我が国が世界一安全・安心で、住みよ

い国となることを期待しつつ、本プランの結びとしたい。




